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○６番（深谷渉議員） おはようございます。６番，公明党の深谷渉でございます。ただいま議

長より発言のお許しをいただきましたので，通告に従いまして一般質問をさせていただきます。 

 初めに，エシカル消費についてでございます。 

 新時代の消費者のあり方としてのエシカル消費，つまり倫理的消費についてお伺いをいたしま

す。 

 初めに，エシカル消費の認識についてお伺いをいたします。 

 政府は，このほど消費者庁が２０１７年から徳島県に開設していた新未来創造オフィスを拡充

し，来年の２０２０年から新未来創造戦略本部として消費者行政の研究などを進める常設拠点に

すると発表いたしました。 

 消費者庁と徳島県が連携し，地方から新時代の消費者像の構築を期待したいと思います。中央

省庁である消費者庁の基幹となる部局が地方に置かれる意義も大きいとの声も聞きます。これは，

これまで積極的に消費者教育などに取り組んできた徳島県の貢献が評価されているようでありま

す。 

 さて，大量生産，大量消費から省エネ社会へ，さらに，地球環境保護の時代へと変わりつつあ

る現在，新しい消費者意識を喚起し，広めることは，世界的要請となってきております。 

 現在，新時代の消費者のあり方として注目されているのが，エシカル消費，つまり倫理的消費

であります。エシカル消費とは，「環境」「人と社会」「地域」のためになるかどうかを考えな

がら，商品やサービスを選択することであります。 

 例えば，環境への配慮なら，自然エネルギーを活用したり，エコマークつきの商品や有機農産

物を選ぶ。人と社会への配慮なら，障害のある人が作ったものや途上国から適正価格で継続的に

輸入されたもの，つまりフェアトレード商品を買う。地域への配慮では，地産地消を心がける。

こうしたことを日常生活の中で実践することであります。 

 これによって，地球環境破壊や不当な労働搾取が潜んでいる商品が排除され，経済活動のゆが

みを是正につなげることができます。まさに，商品を通した世界との対話ではないでしょうか。 

 また，エシカル消費は，国連が２０３０年の達成を目指し進めている持続可能な開発目標ＳＤ

Ｇｓの活動にも合致しております。ＳＤＧｓの１２番目の目標，「作る責任，使う責任」では，

キーワードとして，持続可能な生産と消費が挙げられております。 

 ＳＤＧｓの達成のためにも，新時代の消費者像を提示することは喫緊の課題の１つであると思

います。 

 そこで，エシカル消費の認識についてお伺いをいたします。 

 次に，エシカル消費を喚起し，広める施策の展開についての現状とこれからの対策についての

ご所見をお伺いいたします。 

 （２）として，小中学校における消費者教育についてお伺いいたします。 

 小中学校においては，以前より消費者教育が行われております。そこで，消費者教育の現状に

ついてお伺いをしたいと思います。 

 次に，エシカル消費の考え方を消費者教育の指導に導入するかについてご所見をお伺いいたし



 ２ 

ます。 

 徳島県と消費者庁は，今年１２月にエシカル甲子園２０１９を徳島市内で開催いたします。全

国の高校生がエシカル消費について発表する場であります。高校のエシカル消費の取り組みとし

ては，エシカル消費リーディングスクールの指定が３校あり，エシカルクラブ設置が２８校とま

だまだ少ない状況ですが，エシカル消費の普及はこれから広がっていくと考えられます。 

 エシカル消費の普及が広まる中，消費者教育を指導する立場の小中学校の先生がエシカル消費

をすることで，グローバルにつながり，世界の人々の人権を守り，貧困から救い，幸せを届け，

地球環境も守ることができるエシカル消費の考え方を十分に理解して教育するのとしないのとで

は，児童生徒の理解の違いは大きく変わってくると思います。 

 このエシカル消費の考え方を消費者教育の指導に導入することについてのご所見をお伺いをい

たします。 

 次に，食品ロスについてお伺いをいたします。 

 食品ロス対策の現状と今後の対応についてお伺いをいたします。 

 まだ食べられる状態の食べ物が捨てられる食品ロス。その削減に向けた取り組みを強めるべき

と考えております。消費者庁の統計を見ると，２７年度の食品ロスが推計で６４６万トンに上っ

ております。これは，この数字は，国連世界食糧計画による食糧援助量の約３２０万トンの２倍

になります。見過ごせない点は，日本の食品ロスの半数は家庭から出たものであります。しかも，

増えているのが現状であります。 

 消費者に向けた取り組みをどう強化するのか。食品ロス削減を一層進めるには，この点に知恵

を絞る必要があることは明らかであります。 

 本市の食品ロス対策の現状をお伺いいたします。 

 次に，「食品ロス削減の推進に関する法律」，以下「食品ロス削減推進法」と言います。につ

いて概要をお伺いします。 

 本年５月２４日には，「食品ロス削減推進法」，これは議員立法で成立いたしました。この法

律では，食品ロスの問題が国連の持続可能な開発目標ＳＤＧｓで言及されるなど，国際的な重要

課題で，食料の多くを輸入に依存している日本として，真摯に取り組むべき課題であることを明

確にしております。その上で，食品ロスの削減を，まだ食べることができる食品が廃棄されない

ようにするための社会的な取り組みと定義，そして，無駄になる食品を減らすことを目指し，国

や自治体，事業者，消費者などの多様な主体が連携して，国民運動として推進するために制定す

ると宣言をしております。この法律によって，食品ロスへの取り組みが加速することを念願する

ものでございます。 

 そこで，この推進法の概要についてお伺いをいたします。 

 続きまして，未利用食品等を提供するための活動の支援の現状と今後の対応についてお伺いを

いたします。 

 家庭で余っている食べ物，お中元やお歳暮でいただいたものの「家では食べないよね」という

物，安売りやまとめ買いで買い過ぎてしまった物。備蓄していたが使わなかった物。冠婚葬祭で
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いただいた茶葉や菓子，海外旅行のお土産でいただいた物など，そのような食料を捨てないで持

ち寄り，食べ物に困っている人や福祉施設などに寄附する取り組みを「フードドライブ」と言い

ますけれども，私は，この食品ロスに関する質問を平成２８年６月にもさせていただきました。

そのときの質問内容に，未利用食品等を提供するための活動の支援として，フードバンクへの支

援，フードドライブについて取り決めをお願いをいたしました。 

 本市の未利用食品等を提供するための活動，フードドライブの支援の現状と今後の対応につい

てお伺いをいたします。 

 大きな３番といたしまして，災害対策について，次，伺います。 

 地区防災計画についてでございます。 

 本市の地区防災計画に関しての取り組み状況についてお伺いをいたします。 

 防災計画には，従来から国の防災基本計画があり，自治体が立てる地域防災計画などがありま

す。それに加え，町会，自治会，マンションやマンションの管理組合など，地域のコミュニティ

が災害時の避難方法などを自ら立案する地区防災計画が平成２５年の「災害対策基本法」の改正

で創設されました。 

 これは，東日本大震災で自治体の行政機能が麻痺したのを教訓に，平成２６年４月に導入され

ました。地域の特性に応じ，地区の範囲や活動について柔軟に規定できる制度であります。災害

発生時には，自治体や消防の工事は当然行われますが，より減災に大きな役割を担うのは「自助

や共助」であります。 

 この視点に立てば，市区町村単位よりも小さな地域コミュニティで作る地区防災計画の必要性

が出てきます。この地区防災計画を立てる単位は，先ほど言いました町会，自治会，マンション

管理組合や企業やＮＰＯ法人，商店街，学校，医療，福祉施設なども主体となることができます。 

 現在，本市では，地区防災計画に関して，どのような取り組みが具体的に行われているのかお

伺いをいたします。 

 続きまして，地区防災計画の制度の普及・啓発活動について現状と今後の取り組みについてお

伺いをいたします。 

 この地区防災計画の全国的策定状況は増えてはきているものの，まだ少ないようであります。

本市では，町会単位で自主防災組織がありますが，町会が地区防災計画の作成主体になることは，

人的な問題等から難しいのではないかと思われます。 

 そこで，今，本市で設立を進めております新たなコミュニティ単位での策定を進めてはどうか

と考えます。このコミュニティ単位での計画の推進とあわせて，本市における地区防災計画の制

度の普及・啓発活動の現状と今後の取り組みについてお伺いをいたします。 

 続きまして，本市の地域防災計画に地区防災計画を規定することに対するご所見をお伺いいた

します。 

 地域の実情に合わせたこの地区防災計画は，本市の地域防災計画に位置づけ公助の仕組みと連

動させることで実効性が高まってくると思います。災害対策基本法の中には，各自治体の地域防

災計画に地区防災計画を規定する方法としての条文がありますが，規定することに対するご所見
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をお伺いいたします。 

 最後に，大きな４番として，市営霊園についてお伺いをいたします。 

 市営霊園の管理についてお伺いをいたします。 

 本市の各霊園の管理料と管理方法の現状についてお伺いをいたします。 

 古くから山間部に墓地を所有していた人が高齢でお墓参りに行けないので，霊園を求める人が

徐々に増えておるようです。そこで，本市の霊園の管理についてお伺いをいたします。 

 本市の霊園は，太田，金砂郷，水府，里美地区において，区画ごとに統一された管理料にはな

っておりません。また，管理方法も瑞竜霊園は市が直接管理を行っておりますが，そのほかの霊

園は霊園使用者による管理組合によって管理を行っております。 

 そこで，本市の各霊園の管理料と管理方法の現状をお伺いいたします。 

 続きまして，市で統一して各霊園の管理することについての課題についてお伺いをいたします。 

 霊園使用者による管理組合の中には，墓地所有者が地元に居住しておらず，墓地だけある世帯，

高齢て清掃作業等の管理業務に参加できない世帯など，組合の運営維持が難しく，組合を解散し

て市に管理をお願いしてもらいたい組合もあるようでございます。 

 瑞竜霊園以外の霊園でも，市が直接管理する方法での検討を始めてもよいのではないかと考え

ておりますが，その方向性と課題についてお伺いをいたします。 

 以上４点の質問をいたしました。ご答弁よろしくお願いいたします。 

○成井小太郎議長 答弁を求めます。市民生活部長。 

〔鈴木淳市民生活部長 登壇〕 

○鈴木淳市民生活部長 市民生活部に係る３点のご質問にお答えいたします。 

 まず初めに，エシカル消費についてのご質問にお答えいたします。 

 本市では，これまでエシカル消費を認識して施策を展開してきたわけではございませんが，地

産地消の推進やエコ住宅機器設置補助事業，地域におけるリサイクル活動促進などの各種施策に

つきましては，結果として，エシカル消費の拡大に資するものであると考えておるところでござ

います。 

 今後は，これらの施策を継続してまいりますとともに，このエシカル消費を市民にどのように

周知を図っていくか，先進事例等を調査研究してまいりたいと考えております。 

 続きまして，食品ロス対策の現状と今後の対応についての２点のご質問にお答えいたします。 

 １点目の食品ロス対策の本市の現状についてでございますが，国や茨城県からの通知等に基づ

き，食品ロス削減や宴会等で食べ残しを減らす３０１０運動の広報やＰＲを行っております。 

 また，昨年度策定いたしました第３次常陸太田市環境基本計画におきましても，市民や事業者

の方が日常生活や社会経済活動において，自発的に取り組むことができるよう食品ロスを削減す

るための具体的行動を定めるとともに，環境基本計画の概要版を各家庭に配布し，食品ロス削減

を推進しているところでございます。 

 さらに，学校教育におきましても，環境教育を通し，食品に対する感謝の気持ちを育むことや

食べ残しの削減を目的とした指導を行っております。 
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 ２点目の「食品ロスの削減の推進に関する法律」の概要についてでございますが，まだ食べる

ことができる食品が廃棄され，大量の食品ロスが発生している現状から，国，地方公共団体，事

業者，消費者等がそれぞれの立場において，主体的にこの活動に取り組み，社会全体として対応

し，食べ物を無駄にしない意識の醸成とその定着を図り，食品ロスの削減を推進するための法律

でございます。 

 その内容としまして，国，地方公共団体，事業者の責務，消費者の役割と関係者相互の連携協

力を図ること，食品ロスの削減に関する理解と関心を深めるため，１０月を食品ロス月間として

定めること，政府は食品ロスの削減に関する基本方針を策定し，都道府県，市町村はその基本方

針を踏まえて，食品ロス削減推進計画を策定するよう努めなければならない旨が盛り込まれてお

ります。 

 また，基本的施策といたしまして，消費者や事業者等に対する教育及び学習の振興，啓発及び

知識の普及，食品ロスの削減に顕著な功績のある者への表彰，食品ロスの削減についての実態調

査，食品ロスの削減方法について，先進的な取り組み等の情報の収集及び提供，未利用食品等を

提供するためのフードバンク活動支援などが定められております。なお，この法律は５月に公布

され，１０月施行予定でございますので，今後，国や県の動向を注視しながら適切な対応をして

まいります。 

 続きまして，市営霊園の管理についての２点のご質問にお答えいたします。 

 １点目の市営霊園の管理料と管理方法の現状でございますが，現在市営霊園は１７カ所ござい

まして，管理方法につきましては，議員ご発言のとおり，市が直接維持管理を行う方法と共同墓

地と同様に，霊園使用者により管理組合を設置し，市がその管理組合に草刈り，清掃などの維持

管理業務を委託する方法の二通りございます。 

 管理料につきましては，最も高いところで年額 6,４８０円，最も安いところで年額 1,７５０円

となっており，区画面積のほか，直接管理か管理組合による管理かによって異なっております。

平均的な区画面積である１０平方メートルの区画で比較いたしますと，市が直接管理を行ってい

る霊園では年額 5,４００円ですが，管理組合が管理している霊園では年額 1,７５０円と安くなっ

ております。 

 ２点目の，市側で統一して各霊園の管理をすることの課題についてでございますが，市が統一

して管理する場合，維持管理にかかる経費相当分を管理料として徴収するため，これまでより管

理料が増加することが一番の課題でございます。 

 維持管理業務を委託しております一部の管理組合では，少子・高齢化の影響等で管理運営が困

難との相談がございますことから，そのような管理組合に対しましては，組合の状況を把握し，

調整してまいりたいと考えております。 

○成井小太郎議長 答弁を求めます。教育長。 

〔石川八千代教育長 登壇〕 

○石川八千代教育長 エシカル消費について，小中学校における消費者教育について，２つの質

問にお答えいたします。 
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 まず，学習指導要領における消費者教育の現状についてお答えいたします。 

 消費者教育とは，経済の仕組みが変化していくこれからの社会において，児童生徒が自ら進ん

で知識の習得や情報の収集を行い，考え，行動できる。つまり，自立した消費者になるためのも

のであります。小中学校においては，現行学習指導要領で主体的に生きる消費者を育むなどの視

点から，消費者教育の充実が示され，主に社会科，家庭科で取り組んでおります。 

 具体的な例を挙げますと，小学校では，社会科において，地域の社会生活を営む上での大切な

法や決まりについて，また，家庭科においては，金銭の使い方や身近な物の選び方，買い方など

の消費者教育を行っております。 

 さらに，中学校では，社会科の公民分野において，金銭や契約，消費者行政などについて，ま

た，技術家庭の家庭分野においては，消費者の権利や環境に配慮した消費生活などの消費者教育

を行っております。 

 次に，エシカル消費の考え方を消費者教育の指導に導入することについて所見を述べたいと思

います。 

 小学校においては，来年度，令和２年４月より，中学校においては，令和３年４月より実施さ

れる新学習指導要領において，持続可能な社会の作り手となることが求められております。この

ことから，教師がＥＳＤ，持続可能な開発のための教育やＳＤＧｓ，持続可能な開発目標の実現

につながるエシカル消費，よりよい社会に向けた人や社会，環境に配慮した消費行動の考え方に

ついて再確認し，指導に取り入れ，児童生徒が自立した消費者として責任ある消費行動を考え，

工夫できるようにするために，消費者教育の一層の充実に努めてまいりたいと考えております。 

○成井小太郎議長 答弁を求めます。保健福祉部長。 

〔岡部光洋保健福祉部長 登壇〕 

○岡部光洋保健福祉部長 食品ロスについての３点目の未利用食品等を提供するための活動の支

援の現状と今後の対応についてのご質問にお答えいたします。 

 未利用食品等を提供する活動として，フードバンクやフードドライブといったものがございま

すが，フードドライブはストック機能を持たず，リサイクルキャラバンなど各家庭で余った食品

等を持ち寄り，それを必要とする方にフードバンクなどを通じて寄附する活動でございまして，

フードバンクは家庭や企業などから食品等の寄附を受けてストックし，これを必要とする家庭や

施設などに無償で提供するまでの一連の活動全般となってございます。 

 この活動は，生活に困っている人の支援につながり，寄附する側では，廃棄コストの削減とな

り，行政等におきましては，備蓄食料等を入れかえる際，廃棄をせず支援に回せば，食品廃棄物

の抑制を図れるとともに，可燃ごみ焼却量の削減にもつながります。 

 活動の現状といたしましては，食品関連企業や一般家庭等から寄附された食品等を集め，福祉

施設や生活困窮者の支援団体等への配布が行われており，本市におきましても，社会福祉協議会

とＮＰＯ法人フードバンク茨城が平成２９年５月１９日に確約書を結び，活動への協力を行って

いるところでございます。 

 現在，食品の収集箱，「きずなボックス」と申しますけれども，こちらのほうを市総合福祉会
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館正面入り口付近に設置しまして，一般家庭から未利用，食品の寄附をいただき，寄附された食

品はフードバンク茨城に回収され，フードバンク茨城と連携している自治体や社会福祉協議会な

どを通じ，生活困窮者や児童養護施設などの福祉施設に無償で提供されております。 

 なお，本市の「きずなボックス」で，平成３０年度に寄附された食品は２８5.７キログラムで

ございました。寄附いただく食品につきましては，品質に問題のない食品で，賞味期限が２カ月

以上残っており，すぐ食べることのできる米，乾麺，缶詰やレトルト食品が重宝されますが，必

要な食品が計画的に集まるわけではなく，県内におきましては，カスミグループ，ＪＡ，生協，

茨城いすず自動車等も協力企業となっておりますが，提供の依頼が増加しつつあり，集める活動

と配る活動の双方のバランスの確保が課題となっているところでございます。 

 本市では，現在，市社会福祉協議会のホームページや年４回発行の市社会福祉協議会の広報紙

「おおたの福祉」やイベント開始時のチラシ掲載等を行っておりますが，今後は市広報紙等への

掲載など，活動のさらなる周知啓発に努めますとともに，市役所本庁，各支所等への「きずなボ

ックス」の設置につきまして，フードバンク茨城と協議を行い，検討してまいります。 

○成井小太郎議長 総務部長。 

〔綿引誠二総務部長 登壇〕 

○綿引誠二総務部長 災害対策における地区防災計画について３点のご質問にお答えいたします。 

 初めに，１点目の本市の地区防災計画に関しての取り組み状況でございますが，本市におきま

しては，平成２３年度までに市内１２４の全町会におきまして，自主防災会が設立されている状

況にございます。 

 本市の自主防災会は，町会単位で組織されておりますことから，地域の実情に精通しておりま

して，災害時には迅速に対応することが可能となってございます。 

 東日本大震災の際にも，自主防災会が中心となりまして，自主的に避難所を開設するなどきめ

細やかな対応をとることができているところでございます。 

 なお，現在は，各自主防災会が防災訓練や機材の点検，防災に関する講座等に積極的に取り組

んでおります。昨年度は１２４町会のうち，半数を超える６６の町会が防災訓練を実施いたしま

して，さらには，１８の自主防災会におきましては，防災関係の講座を受講しているところでご

ざいます。 

 議員ご質問の地区防災計画の策定の取り組みでございますが，組織設立の際に，規約のほか，

組織体制や業務分担などが定められたところではございますが，現時点で，地区防災計画の策定

に取り組んでいる自主防災会はない状況にございます。 

 その背景といたしましては，当市の自主防災会は町会単位という小さな組織でございまして，

議員ご発言のとおり，計画策定を担う人材の確保などの課題があるものと考えてございます。 

 ２点目の地区防災計画の制度の普及，啓発活動についての現状と今後の取り組みでございます

が，地域住民の方々が自らの地域の防災計画を策定することは，災害発生時における自助と共助

の活動を進める上で重要なことと認識してございます。 

 そのため，現時点におきましては，自主防災リーダー研修会の開催や防災訓練の支援，防災士
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資格取得への補助などに取り組むことにより，自主防災会の組織強化とリーダー養成に重点的に

取り組んでいるところでございまして，今後，各自主防災会の現状を考慮の上，地区防災計画の

策定の推進について検討をしてまいりたいと考えております。 

 また，コミュニティ単位での地区防災計画の策定につきましても，構成する自主防災会の状況

も踏まえた上で，あわせて検討してまいりたいと考えております。 

 ３点目の本市の地域防災計画に，地区防災計画を規定することに対する所見とのことでござい

ますが，本市の地域防災計画には災害対策基本法に基づき，自主防災組織などから防災会議に提

案を受け，必要があると認めるときは，地域防災計画に地区防災計画を規定することができる旨

を規定しているところでございます。 

 地区防災計画を，市地域防災計画に位置づけることは，市が地区固有の災害の種類や災害時の

地区の動きを事前に把握することができること。さらには，災害時における「自助，共助，公助」

の連携強化につなげることができることなどから，地区防災計画の策定の動きがございましたら

ば，策定の支援に努めてまいりたいと考えております。 

○成井小太郎議長 深谷渉議員。 

〔６番 深谷渉議員 質問者席へ〕 

○６番（深谷渉議員） ただいまご答弁大変ありがとうございました。 

 それでは，２回目の質問に移らさせていただきます。 

 初めに，エシカル消費についてお伺いをさせていただきます。エシカル消費，真新しい言葉だ

ったなという方もいらっしゃるかと思うんですけど，結構，前から話があったということで，私

も再認識をいたしまして，２０１０年ごろから，このエシカルという言葉が徐々に使われ始めた

ということでございます。 

 これが東日本大震災以降，社会貢献の意識が日本中で強くなりまして，２０１５年１０月には，

かなりの，いわゆるグーグルのアクセス数ですけれど，これが増えてきたというような話を聞い

ております。 

 今，世界で，２０世紀初めは，１５億人だった人口が現在約７７億まで増加いたしました。私

たち人類は，今，人新世という時代を生きていると言われております。人新世とは，人類が地球

の生態系や気候に大きな影響を及ぼすようになった近年の地質学的な時代をあらわしていると言

います。果たして，人類は，地球は持続可能なのかと誰もが不安を抱く時代でございます。地球

は無限であり，経済も永久的に成長できると信じていた時代は完全に終わりました。 

 これからは，地球は有限であり，経済成長が全てではなく，共生，共存，シェア，リタの概念

を持たなければ持続可能ではないということが明らかになってきております。この新しいパラダ

イムを作る１つの有効な考え方がエシカルということでございます。 

 この背景といたしまして，若干長くなりますけれども，お時間いただきまして述べたいと思い

ます。 

 世界では，深刻な環境破壊や地球温暖化，賃金の安い途上国での労働搾取や児童労働などの問

題が起こっております。例えば，カカオ豆やコーヒー，パーム油，コットンなどの生産現場では
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深刻な状況であります。原因の１つは，資本主義社会に見られるグローバル経済の席巻でござい

ます。生産コストを大幅に下げて，安い商品を大量に売るビジネスモデルの拡大によって，その

しわ寄せが環境の破壊や途上国での搾取につながっております。法に触れないからと言って，利

益のみを追求する企業が環境を破壊し，途上国で労働搾取することが果たして正しいことなのか

どうか。大量生産されたものが安価でいつでも捨てることができるからと言って，消費者である

私たちは購入しては廃棄するというサイクルを続けてもよいのかという疑問がございます。 

 そこで，労働搾取という面もありますけれども，私も，質問の中で，この中でフェアトレード

という言葉を使いました。このフェアトレードについて，ちょっと若干ご教示いただきたいと思

いますけども，よろしくお願いいたします。 

○成井小太郎議長 市民生活部長。 

○鈴木淳市民生活部長 ただいまのご質問にお答えいたします。 

 フェアトレードとは，開発途上国の原料や製品を適正な価格で継続的に購入することにより，

立場の弱い開発途上国の生産者や労働者の生活改善と自立を目指す貿易の仕組みであり，フェア

トレードにより生産された製品には，フェアトレード認証のラベルが張られており，この製品を

購入することもエシカル消費の１つでございます。 

○成井小太郎議長 深谷渉議員。 

○６番（深谷渉議員） 私は，このフェアトレード，非常にエシカル消費の中でも，キーワード

だなというふうに思っております。ご存じの方もいらっしゃるかと思うんですけれども，ラナプ

ラザの悲劇というのがございました。２０１３年の４月に，バングラデッシュで，８階建てのラ

ナプラザ縫製工場の崩壊の事故で，約 1,１３０名の方が亡くなりました。亡くなった方は１８歳

から２０歳の若い女性であります。 

 この工場では，欧米で販売されている人気のファストファッションのブランドの服が作られて

いまして，従業員が 4,０００人いまして，その約８割が今言った１８歳から２０歳の女性であり

ました。見習い時給が１２セントという低賃金で，１日１３・４時間働かされたと報告されてお

ります。 

 不法に建て増しされた５階から上がミシンなどの振動によって崩壊した事故は，欧米のニュー

スで連日取り上げて，ファストファッションの裏側を知ることになったと，多くの消費者が大き

なショックを受けたという報道があったそうであります。 

 ほとんど，この 4,０００人のうち 1,１３０人がこの１８歳から２０歳の若い女性であった。労

働搾取されて，そのうち命を奪われてしまった。低賃金で働かされて，そういった形で作られた

商品。これは果たして我々が買う気になるかどうか。安ければいいんだというそういう考え方で

はなくて，やはり商品のその背景まで知った消費，これがエシカル消費，フェアトレードにつな

がっていく。そういったことだと思います。 

 そういった意味で，このエシカル消費，消費の喚起を市として進めていただきたいなというふ

うに思っておりますので，よろしくお願いいたします。 

 続きまして，食品ロスについてであります。 
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 ちょっと資料があちこちしまして済いませんです。食品ロスでございますけれども，今社協で

進めているということで，茨城フードバンクで提携して進められているということで，始まった

ばかりということで，量的なものとしてグラム数で表現されましたけれども，お聞きしましたら，

数量がわかんないという，グラム数しかわからないということで，何キロということだそうでご

ざいますけれども，まだまだ少ない状況であるかと思います。やはり，市民自体がそういったも

のがあるという，「きずなボックス」というのがあること自体がなかなか理解できていないので

はないかなと思います。 

 これから，支所とか本庁にも置く予定で計画されるということでありますので，しっかりこう

アピールしていただいて，特に，社協等は民生委員さんなんかとの会合とか，いろんな会合等が

開かれておりますので，そういったところで，若干１・２分お時間をいただいて，その「きずな

ボックス」のアピールをしながら，どんどん口コミで。紙媒体というのは，なかなか広がりが難

しいかと思いますので，口コミでどんどん広げていただきたいなと思っております。 

 食品ロスについては，以上でございます。 

 続きまして，地区防災計画についてでございまして，本市では，まだ取り組みが具体的にはさ

れていないということでありまして，また，その単位も非常にどういう単位で進めるかというこ

ともまだまだ決まっていないかとは思います。 

 そこで，私，お聞きしたんですけども，水戸などでは，全地域でこの完了済んだと，地区防災

計画をされたということで，全国的にも非常に注目されているところであるそうですけれども，

その状況などは把握されているかどうかお伺いしたいと思います。 

○成井小太郎議長 総務部長。 

○綿引誠二総務部長 ただいまのご質問にお答えいたします。 

 水戸市におきましては，小学校区単位で地域コミュニティが結成されておりまして，その３４

全ての地域コミュニティにおきまして地区防災計画が作成されている状況にございます。 

 また，この計画の策定に当たりましては，共通のひな形を作成した上で，地区ごとに説明会を

開催して，地区ごとの災害リスク等を把握した上で，計画を作成し，毎年状況の変化に応じて見

直しを行っているというふうに伺っております。 

 なお，水戸市の防災会議のほうには，随時その状況等を報告しているということでございます

が，水戸市の地域防災計画への規定はされていないという状況にございます。 

○成井小太郎議長 深谷渉議員。 

○６番（深谷渉議員） ありがとうございます。 

 全て終了を水戸がされているということでございます。小学校単位ということで，３４小学校

単位で作られている，結構範囲が広くなっているのかなと思います。 

 その辺が本市でも広める単位として，今後考えていく部分なのかなと思いますので，ぜひ新た

な地域コミュニティ単位，または，また別な方法を考えていただいて進めていただきたいなと希

望いたしますので，よろしくお願いいたします。 

 最後に，市営霊園についてでございますけれども，管理組合でなかなかこの運営が，組織自体
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も進まなくなったという方，そういった管理組合に対して，やはり，こう寄り添って，意に沿う

ように，その対策を進めていただきたいなと要望いたしまして，私の一般質問を終了いたします。 

 以上でございます。 


